令和５年度
松戸市地域包括支援センター

運営業務委託法人公募要領
再公募
令和４年１０月
松戸市福祉長寿部　地域包括ケア推進課
１．公募趣旨
現在、日常生活圏域を担当する地域包括支援センター（以下「センター」という。）は市内15か所に設置されているが、令和5年3月末をもって、当初の委託予定期間の満了となる。これに伴い、常盤平団地地域のセンターに係る業務の受託等を希望する法人を募集するものである。
２．業務の目的
　　センターを運営し、高齢者が住み慣れた地域で安心して過ごすことができるように、心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを本業務の目的とする。
　　　本業務の受託事業者（以下、「受託者」という。）は、市の提示した計画及び運営方針に基づき、業務の実施に先立ち、本業務を遂行するための実施体制や業務を適正に実施するための事業計画等を策定し、これに基づき業務を行うものとする。
３．業務概要
　　（１）　事業名称　　　　　松戸市地域包括支援センター運営業務委託

　　（２）　業務履行期間　　　令和５年４月１日から令和６年３月３１日
　　　　　　　　　　　　　　　　※本契約は単年度の契約だが、センター運営事業者と利用者又は他事業所との信頼関係の構築や、運営の安定性を考慮し、契約初年度から５年間は同一法人に委託するものとする。ただし、以下の場合はその限りではなく、委託契約を締結しないものとする。
①業務の実施につき著しく不適当と市長が認めた場合
②介護保険法及びこれに関連する政省令等定める事項に違反した場合
③介護保険運営協議会の承認が得られない場合
④当該予算が成立しない場合
　　（３）　業務内容　　　業務内容の詳細については、別紙1「松戸市地域包括支援センター運営業務委託仕様書」のとおりとする。なお、別紙1は令和４年度の委託仕様書に基づく内容となっており、令和５年度の委託仕様書については、別紙1の内容から変更があり得る。
　　

４．公募対象センターの担当地域及び設置数
公募対象センターの担当地域及び設置数は、表１のとおりとする。また、担当地域ごとの圏域については、表１に定める日常生活圏域（地区社会福祉協議会単位）とする（日常生活圏域ごとの詳細な町字名等については、表２を参照のこと）。
表１　公募対象センターの担当地域及び設置数
	担当地域
	設置数
	日常生活圏域

（地区社会福祉協議会単位）

	常盤平団地
	１
	常盤平団地地区


　表２　担当地域別　町字名等
	地　区
	地　域

	⑧
	常盤平団地
	常盤平１丁目のうち駅上市街地住宅・常盤平２丁目のうち１街区・常盤平３丁目のうち３街区・中央市街地住宅・駅前市街地住宅・セントラルハイツ・常盤平４丁目のうちＥ街区・常盤平７丁目のうち２街区・けやき通り住宅
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図１　地域包括支援センター担当地図
５．運営財源
運営財源については、松戸市からの委託料（センター運営業務、認知症総合支援業務、介護予防ケアマネジメント業務、介護予防普及啓発業務）及び介護報酬（指定介護予防支援）による。

参考として、センター運営業務については令和５年度における想定積算額・その他業務については令和４年度におけるセンターの運営財源の積算額を以下に示す。

【参考：令和５年度におけるセンターの運営財源の想定積算額】

　　　①　委託料（センター運営業務）

　　　　ア　人件費　　３職種職員１人当たり5,879,000円
事務職員１人当たり2,480,000円
イ　事務諸経費   年額2,750,000円　

※職員（専門職員＋事務職員）が４人を超える毎に39,600円を加算

例）職員6人の場合（専門職員４人　事務職員２人）

　　         2,750,000円+（6人-4人）×39,600円＝2,829,200円

ウ　事務室を借り上げた場合の経費

年額2,783,000円を上限とし、精算を行なう。

エ　地域ケア会議費

年額22,000円

【参考：令和４年度におけるセンターの運営財源の積算額】

　　　②　委託料（認知症総合支援業務）

　　　　　　認知症の早期把握、ケアマネジメント業務の実施件数に応じて、１件当たり5,000円の委託料を支払う。

　　　③　委託料（認知症初期集中支援業務）

認知症初期集中支援チーム1件当たり297,550円（上限）の委託料を支払う
　　　④　委託料（介護予防ケアマネジメント）

　　　　　介護予防ケアマネジメントの実施件数に応じて、単価（１ヶ月当たり）に基づく委託料を支払う。単価の額は、原則的な類型であるケアマネジメントＡの場合、以下のとおり。

ア　センターが、直接、介護予防ケアマネジメントを行う場合の単価

　　　　　　初回：7,896円　　　２回目以降：4,686円

　　　　イ　指定居宅介護支援事業者に業務の一部を委託する場合の単価

　　　　　　469円

　　　　※上記、報酬単価については介護保険法の改正等により、変更になる場合がある

　　　⑤　委託料（介護予防普及啓発業務）

　　　　　介護予防普及啓発業務（介護予防体操教室等）の開催実績に応じて、１開催当たり17,000円＋消費税相当額を総開催回数40回を限度として支払う。

⑥　介護報酬（指定介護予防支援）

指定介護予防支援を実施した場合に支払われる介護予防サービス計画費（介護報酬）は、委託料とは別に受託者の収入とするので、受託者が独自に従事者を雇用すること（委託料には計上しないこと）。令和４年度の報酬額の単価（１ヶ月当たり）は、以下のとおりとなっている。

ア　センターが、直接、介護予防ケアマネジメントを行う場合の単価

初回：7,896円　　　２回目以降：4,686円

　　　　イ　指定居宅介護支援事業者に業務の一部を委託する場合の単価

　　　　　　469円

　　　　※上記、報酬単価については介護保険法の改正等により、変更になる場合がある。
６．事業スケジュール
　　(1)公募開始　　　　　　　　　　　　　　　１０月１１日（火）

　　(2)質問書の締切　　　　　　　　　　　　  １０月２１日（金）

　　(3)質問に対する回答　　　　　　　　　　  １０月２７日（木）
(4)公募参加申込書受付締切　　　　　　　　１０月３１日（月）
(5)参加資格確認結果通知　　　　　　　　  １１月　４日（金）

　　(6)応募書類等の提出期限　　　　　　　　　１１月１８日（金）
(7)ヒアリング審査　　　　　　　　　　　  １１月２９日（火）
(8)審査結果通知　　　　　 　　　　　　　 １２月　９日（金）
※ただし、各実施日については、事務上の都合により変更する場合がある。
７．応募資格
包括的支援事業及び重層的支援体制整備事業、指定介護予防支援事業などの業務を適切、公正、中立かつ効率的に実施することができ、かつ次の要件を満たす法人であること。 

⑴　応募する圏域内にセンター（指定介護予防支援事業所の指定を含む）を設置できること。ただし、常盤平団地地域については、常盤平団地のみを圏域とする地域であるため、当該地域の圏域に近接する場所であって、当該地域の住民が相談等を行いやすい場所にセンターを設置することでも構わないこととする。

⑵　以下のいずれかを満たす法人であること。
ア　市内において、介護保険サービスを提供する事業所を有し、かつ１年以上（令和４年４月１日現在）の提供実績があること。但し、福祉用具貸与・販売のみの事業所を除く。

イ　松戸市又は他の市区町村から、センターを受託した実績があること。
⑶　応募受付の締切日において、直近２年間の法人税、法人事業税、法人県民税、消費税及び地方消費税、法人市民税の滞納がないこと。 

⑷　介護保険法第115条の22第２項各号の規定に該当しない法人であること。 

⑸　地方自治法第244条の２第11項の規定による取り消しを受けたことのある法人でないこと。 

⑹　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない法人であること。 

⑺　松戸市建設工事等請負業者指名停止基準に基づく指名停止の措置に該当しない法人であること。 

⑻　民事再生法に基づく再生手続き開始の申し立てがなされた法人及びその開始決定がされている法人でないこと。 

⑼　破産法に基づく破産手続き開始の申し立てがなされた法人及びその開始決定がされている法人でないこと。 

⑽　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う法人でないこと。 

８．応募申込の取消　　
応募した法人が、応募書類の受付締切日以降、選定の日までの間に、次のいずれかに該当した場合は、応募申請を抹消し、選定審査対象から除外することとする。

⑴　松戸市地域包括支援センター運営業務委託法人公募要領に違反した場合

⑵　応募の採否の働きかけを行う目的で、応募者またはその関係者が直接または間接に本市職員等と接触をもった場合

⑶　その他、以下に掲げる行為があった場合

ア　応募書類に虚偽があるとき

イ　その他不正な行為があるとき
ウ　提出方法及び提出期限に適合しないとき
エ　記載すべき事項の全部または一部が記載されていないとき
　

９．質問の受付及び回答
法人からの公募に関する質問を、電子メールにより受け付ける。

⑴　受付期限：令和４年１０月２１日（金）午後５時まで〔必着〕　

（締め切り以降の個別相談等は、公平性を期すため受け付けない。）
　　⑵　所定の質問票（様式A）を必ず使用し、後述の事務局の電子メールアドレスまで送信すること。電話やＦＡＸ、窓口での口頭での質問は受け付けない。

　　⑶　送信メールの件名及び添付ファイルは、「包括支援センター公募質問　法人名」とし、必ず、電話で送信した旨を伝え、地域包括ケア推進課に着信したことを確認すること。

　　⑷　受け付けた質問に対する回答は、全応募法人に対し令和４年１０月２７日（木）までに電子メールで回答する。
　　⑸　応募状況や他の応募者に関する情報等、法令等により確認できる事項については回答しない。
１０．公募参加申込書の提出
　応募に当たっては、必ず、公募参加申込書（様式B）を提出すること。
※未提出の場合、応募を受け付けないので注意すること
　　⑴　提出期限：令和４年１０月３１日（月）午後５時〔必着〕
　　⑵　公募参加申込書（様式B）を、後述の事務局へ電子メールで提出すること。メールを受信した場合は、事務局より受信した旨を知らせるメールを返信する。翌閉庁日までに返信がない場合は、電話で事務局まで問い合わせること。
　　⑶　公募参加申込書の提出後に応募を辞退する場合は、松戸市指定の「応募辞退届（様式C）」を速やかに提出すること。
　　
１１．応募書類の提出方法

　　応募法人は、以下に定める方法により、応募書類一式を提出すること。

⑴　提出期限
　　１１月１８日（金）　午後５時まで
⑵　提出場所

　　松戸市根本３８７番地の５

　　松戸市役所　本館１階　地域包括ケア推進課
⑶　提出部数

正本１部、副本10部の合計11部

⑷　応募書類　
　①応募申込書　（様式第１号）

　②誓約書　（様式第２号）

　③法人概要及び法人実績　（様式第３号）

　④役員等名簿　（様式第４号）

　⑤運営に関する計画書（設置予定地）　（様式第５号－１～２）

　⑥運営に関する計画書（人員配置）　　（様式第６号）

⑦運営に関する計画書（収支予算計画）（様式第７号）

　⑧運営に関する計画書（業務実施等）  （様式第８号）

⑨法人の事業報告書：写し可（直近年度分）

⑩決算書：写し可（直近２事業年度分　財務諸表（貸借対照表、損益計算書））

⑪納税証明書一式：写し可（直近２年分※法人分のみ）

ア　法人税又は消費税及び地方消費税[納税証明書その３の３]（全法人）

イ　法人市民税（該当法人のみ）
ウ　法人事業税・法人県民税（該当法人のみ）
［県民税に未納がないことの証明書（完納証明書等）　第40号様式その2］
エ　固定資産税・都市計画税【不動産】  （該当法人のみ）

オ　固定資産税・都市計画税【償却資産】（該当法人のみ）

カ　軽自動車税（該当法人のみ）

キ　事業所税  （該当法人のみ）

⑫印鑑証明書：原本（法務局に登録してあるもの）

⑬商業登記簿謄本又は商業登記の登記事項証明書：写し可（法務局発行）

⑭法人の定款又は寄付行為等：写し

⑮直近５か年の指導監査結果通知書及び改善状況報告書（所轄庁からの「指導監査結果について」の写し及び法人提出の「指導監査の改善について（報告）」の写し）

⑯松戸市以外の市区町村からセンター運営業務を受託していて、当該市区町村から事業評価を受けている場合は、直近年度における当該行政評価の結果（該当法人のみ）

　　⑸　応募書類提出に当たっての留意点
　　　①　提出書類は、Ａ４判縦型ファイル（フラットファイル）に左綴じとし、書類（様式ごと）にインデックスを添付する。その際、書類に直接添付するのでなく、書類の前に白紙を挿入し、それにインデックスを添付すること。ファイルの表面および背見出しに「法人名」と「応募地域名」を記載すること。
　　　②　応募書類一式のうち様式１から様式８までは電子データ（ＣＤ）を添付すること。
　　　③　複数地域のセンターについて応募を行う場合は、地域ごとに応募書類一式を提出部数作成した上で、提出すること。
　　　④　応募書類は直接持参すること。郵送による提出は認めないので注意すること。
　　　⑤　提出種類の内容に不備が認められた場合は受理できない場合があるので、内容・必要部数等に十分注意の上、提出すること。
　　　⑥　提出締め切り後における提出書類の変更および追加は公平性の観点から一切認めない。ただし、本市の指示により書類を修正・追加する場合を除く。
　　　⑦　提出書類は、理由の如何を問わず返却しない。また、松戸市が必要と判断したものについては書類の内容を無償にて使用できるものとする。
　

１２．選定方法

公募型プロポーザル方式により選定を行う。
本公募要領で定める応募資格を満たしている法人に対して、松戸市が設置する選考委員会が、評価項目に沿って、応募書類の審査及びヒアリング審査を行い、受託者の選考を行う。

ヒアリング審査の実施方法や、選定に当たっての留意点は以下のとおりとする。

　⑴　ヒアリング審査の実施方法
　　①出席者
１応募法人2人以内とし、コンサルタント等、応募法人の職員でない者の参加は認めない。

　　②内容
応募書類の内容に沿ってプレゼンテーションを行い、ヒアリング審査を行う。応募書類以外の説明資料の追加は認めない。

　　③開催日時・場所
　　　　ヒアリング審査は、令和４年１１月２９日（火）に開催する。具体的な開催時間・場所については、応募書類受付期間終了後、電子メールにて応募法人へ通知する。なお、１応募法人当たりのヒアリング審査時間は、４０分程度とする。
　　④審査の視点

　　　・実施されるセンター運営業務が、松戸市が目指す地域包括ケアシステムの構築に資するものであるかどうか。

　　　・センターの趣旨や目的を十分に理解しているかどうか。

　　　・センター運営業務の安定的・継続的な実施が図られるかどうか。

　　　・効果的かつ質の高いセンター運営業務の実施が図られるかどうか。

　　　・センター行政評価の結果など、センター運営に関して、どの程度実績があるか。

　　　・法令順守や安全性の確保が図られるかどうか。

　　　・センター運営業務の実施に当たって、応募法人の強みを活かせるかどうか。

　　　・応募地域の実情に応じた業務が実施できるかどうか。
　　　※評価点の２分の１をボーダーラインとし、ボーダーラインに満たない場合は選定されない。ボーダーラインを満たした法人について、順位付けの判定を行う。
　　⑤応募資格を満たしていない場合の取扱い

　　　　事務局において、応募書類に基づき、本公募要領で定める応募資格を満たしているかどうかを事前に確認し、応募資格を満たしていない応募法人は、その時点で失格として処理し、ヒアリング審査を行わないものとする。
　⑵　受託候補者の決定等

　　①　受託候補者の決定は当該委員の選考結果及び松戸市介護保険運営協議会の審査結果をふまえて市長が行う。

　　②　応募がない場合又は受託法人が決定しなかった場合は、再度公募を行うことがある。

　　③　受託候補者が決定された後に辞退した場合は、次点の法人を繰り上げて決定する場合がある。

　　④　応募者自身の得点については通知するが、審査内容や順位等に関する問合せ、異議等については回答しない。
　　
　
　
１３．選定結果の通知
(1)　選定結果の応募法人への通知

選考委員会における選定結果については、令和４年１２月９日（金）までに、書面にて応募法人に通知する。

　(2)　留意事項
　　①選考結果に記載した内容以外の質問には回答しない。
　　②受託候補者と契約の交渉の結果、その者と合意に至らなかった場合には、次に評価点の高い法人から順に交渉を行う。
　１４．選定結果の公表
　　　　受託候補者の決定後、応募状況、選考した法人名等を本市のホームページで公表する。（令和５年２月中を予定）なお、受託候補者以外の法人（次点を含む）については、応募法人を特定できる情報は公表しない。

　１５．契約の締結
　　　　受託候補者と選定されたことをもって、契約の締結が確定するわけではなく、仕様の協議により訂正等を行い仕様の確定をした後、同者と1者随意契約を行い、契約書の取り交わしをもって契約成立となる。また、提案内容がすべて盛り込まれるわけではないことに留意すること。
１６．事業開始まで
受託候補者は、令和５年４月１日から円滑に業務を開始できるよう、以下のアからオまでの準備を行うこと。ただし、研修会参加や準備に要する全ての経費については受託候補者が負担するものとする。
また、令和５年３月中（予定）に、市主催の研修会を開催するので、専門職（３職種）職員については必ず受講をすること。
ア　事業計画やマニュアルの策定、業務の引継ぎ、職員研修等の配置準備等
イ　介護サービス事業者・医療機関、民生委員、地域関係者等への挨拶によるネットワークの引継ぎ等
ウ　継続的に見守りを行っている高齢者への挨拶による引継ぎ等
エ　パソコン設置等の執務環境の準備、個人情報保護規定の作成等の管理上の準備
オ　業務に必要な研修への参加など、業務の開始にあたって必要な事項
　１７．運営期間終了時の引継ぎ業務
　　　次期受託候補者を選定した結果、現受託者とは異なる者が受託候補者となった場合、利用者の利便性が損なわれないよう必要な措置を講じ円滑な引継ぎに努めるものとする。
　
１８．その他
（１）本公募に要する経費及び提出に関する経費は、すべて提案者が負担するものとする。
（２）企画提案者等の著作権は提案者に帰属する。ただし、本市が本公募の評価及び議会報告等で必要と判断した場合は、企画提案書等の使用、複製及び公開を無断、無償で行うものとする。
（３）本市が必要と認めた場合を除き、センター業務の全部または一部を第三者に委託し、または請け負わせることはできない。

（４）その他この要領に定めのない事項については、別途松戸市の指示によるものとする。

＜事務局（書類提出及び問合せ先）＞

住 所：〒２７１－８５８８ 
松戸市根本３８７－５（市役所本館１階） 

松戸市　福祉長寿部地域包括ケア推進課
担当：大草、加藤、青木
電 話：０４７－３６６－７３４３ 

F A X：０４７－３６６－７７４８ 

E-mail：mchoukatsukea@city.matsudo.chiba.jp　

